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（用語の定義） 

用語 本プラン上の定義 

中小企業 中小企業基本法第２条第１項の「中小企業者※1」 

小規模事業者 中小企業基本法第２条第１項の「小規模企業者※1」及び小規模企業振興

基本法２条第２項の「小企業者※1」 

地場企業 市内に本社がある企業 

地場中小企業 市内に本社がある中小企業 

 

※1関係法上の定義 

区分 
中小企業者※2 小規模企業者 小企業者 

資本金 従業員 従業員 従業員 

製造業・建設業・ 

運輸業   等 

以下 

３億円  

以下 

300人   

以下 

20人   

以下 

 

５人   卸売業 １億円  100人   

５人   サービス業 5,000万円  100人   

小売業 5,000万円  50人   

※2中小企業者とは、資本金か従業員のうちどちらか一方の条件を満たしている企業である。 
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 １ プラン策定の趣旨 

本プランは、平成 29年７月１日から施行された福岡市中小企業振興条例（以下、「条例」という。）

第３条に示された基本理念に基づき、関係団体、市民、市などが一体となって中小企業の振興に関す

る施策を総合的かつ計画的に推進することを目的として策定している。 

 

 ２ 中小企業・小規模事業者振興の基本姿勢 

市内事業所の約 99％を占める中小企業（小規模事業者は約 64％）は、本市経済の主要な担い手で 

あり、同時に、市民のくらしや雇用を支える重要な役割を果たしており、その振興は、本市経済の振 

興そのものだという認識のもと、条例第３条の基本理念に則り、中小企業・小規模事業者振興の３つ 

の基本姿勢を以下のように定める。 

   ① 本市の特徴、強みを生かした中小企業の振興及び経営支援に努めていく。 

② 国、県、商工会議所等の経済団体、大学と連携しながら、企業の前向きな取組みを支援する。 

③ 地域の様々な主体が、中小企業の健全な発展を支援することにより、新たな成功事例につなげ 

る好循環を創出する。 

 

 ３ プランの位置づけ 

   本プランは、条例第 16条に基づき策定する基本計画を指すもので、中小企業の振興施策の方向性

等を定める。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

第１章 福岡市中小企業振興プランについて 

 

財政運営プラン 

 財政運営の基本的な考え方を示す 
４年間の指針 

福岡市総合計画 

実施計画（政策推進プラン） 

※第４次実施計画（R7～R10） 

福岡市基本構想 

第 10 次福岡市基本計画 

具体化 

 （一体的に推進） 

中小企業振興プラン 
中小企業振興条例 

※H29制定 

基本計画 

行政運営プラン 

 より効果的・効率的な行政運営の 
実現に向けた４年間の指針 
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 ４ プラン期間と見直し時期 

   本プランは、「福岡市総合計画」の実施計画と見直しの時期を合わせ、社会経済情勢の変化や取組

みの進捗状況も踏まえ適切に見直しを図る。 

    R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 

福岡市中小企業 

振興プラン 

計画 

期間 

                    

（参考） 

福岡市総合計画 

基本 

構想 

                    

基本 

計画 

                    

実施 

計画 

                    

 

 

 ５ 福岡市中小企業・小規模事業者推進本部による進捗管理 

プランの推進にあたっては、庁内組織として「福岡市中小企業・小規模事業者振興推進本部会議」

を開催し、毎年度の進捗状況を検証し、その結果を福岡市中小企業振興審議会（条例第 18条）に報

告するとともに、次年度の取り組みに反映させる。中小企業に係る特定事項の検討及び調整を行う場

合は、必要に応じて部会・連絡会を適宜、設置し、緊密な連携に努める。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福岡市が長期的にめざす都市像を示す 

令和 16（2034）年度までの 10年間を計画期間 

第３次プラン期間（４年間） 

令和 10（2028）年度までの 

４年間を計画期間 

令和 14 （2032）年度までの 

４年間を計画期間 

第４次プラン期間（４年間） 

見直し予定 見直し予定 

《福岡市中小企業･小規模事業者振興推進本部》 

本 部 長 
（副市長） 

《事務局》 
経済観光文化局 総務・中小企業部 政策調整課 

【所掌事務】 
 ○経済情勢などに関する情報収集 

 ○プランの策定、進捗管理 

 ○関係部局、関係団体間の連絡調整 

 ○その他、中小企業・小規模事業者の振興に関すること 
副本部長 

（経済観光文化局長） 

《幹事会》 

・幹 事 長 経済観光文化局総務・中小企業部長 

・副幹事長 推進本部に関係する部長 

・幹  事 推進本部に関係する課長等 

 

※推進本部が所掌する事務の円滑な運営を図る。 

 本部員  

・会計管理者 ・福祉局長 ・港湾空港局長 

・市長室長 ・保健医療局長 ・７区長 

・総務企画局長 ・環境局長 ・消防局長 

・財政局長 ・農林水産局長 ・水道事業管理者 

・市民局長 ・住宅都市局長 ・交通事業管理者 

・こども未来局長 ・道路下水道局長 ・教育長 
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 ６ 状況の公表 

   本プランは、条例第 17条において、中小企業の振興に関する施策の実施状況を公表する旨が定め

られている。本プランに掲載した各施策の方向性毎に、毎年の実施状況を公表していく。 

 

 ７ PDCA サイクルの運用による取組みの推進 

中小企業や関係団体等との意見交換の機会を活用し、地域における連携を進めるとともに、景気動 

向調査などで、全体傾向の把握にも努め、こうした取組みを通じて得た、知見・提案を庁内で共有し 

ながら、施策への適切な反映を図る。また、実施する施策と成果については、議会への報告や市民 

への公表など的確な情報発信を行うとともに、福岡市中小企業振興審議会において関係団体や外部 

有識者との意見交換などを通して改善に資する提案をいただくなど、PDCAサイクルの適切な運用によ 

り施策の改善を常に図りながら取り組みを推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ８ 関係機関の役割と連携 

   中小企業の振興は、中小企業の自主的な努力を尊重しながら、地域全体での取組みが必要であるこ 

とから、各関係者・団体それぞれが役割を果たすとともに、国・県等とも連携・協力を図りながら取 

組みを進める。 

 

 

 

 

 

 

 

PLAN（計画） 
・実態の把握 
 景況感調査や事業者へのヒアリング等に 
 より実態を把握 
・基本計画の策定 
 中小企業の振興に関する基本計画を策定 
・実施事業の計画 

DO（実行） 

 ・各局で基本計画に基づき施策を実施 
 

ACT（改善） 

 ・関係機関との協働 
 事業者や関係団体等との意見交換により 
 施策の適切な改善を図る 
・推進本部 
 中小企業・小規模事業者振興推進本部に 
 よる施策の見直し，取組みの推進 
 

CHECK（評価） 

・自己評価 
・議会への報告 
 中小企業振興に関する施策の実施状況を 
 毎年議会に報告 
・中小企業振興審議会への意見聴取 
・取組みの公表 
 施策の実施状況を振り返り、毎年公表 
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福岡市中小企業振興条例（抜粋） 

第３条（基本理念） 

 中小企業の振興は、中小企業者が経営基盤の強化、生産性の向上をはじめとする経営の改善

及び経営の革新（法第２条第２項の経営の革新をいう。以下同じ。）に自主的に努めるとと

もに、市、国、関係地方公共団体、中小企業支援団体等、金融機関等、大企業者、教育機関、

大学等研究機関及び市民の協力を得ることを基本として、推進されなければならない。 
 
第 16 条（基本計画の策定） 

 市長は、中小企業の振興に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な計画

（以下「基本計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 市長は、基本計画を策定しようとするときは、第 18 条第１項の福岡市中小企業振興審議

会の意見を聴かなければならない。 

３ 市長は、基本計画を策定したときは、速やかにこれを公表しなければならない。 

４ 前２項の規定は、基本計画の変更について準用する。 
 

第 17 条（実施状況の公表） 

 市長は、毎年度、中小企業の振興に関する施策の実施状況を公表しなければならない。 

 

第 18 条（中小企業振興審議会） 

 この条例の適正な運用を図り、本市の中小企業の振興に関し広く意見を反映させるため、市

長の附属機関として福岡市中小企業振興審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 
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令  和  ６  年  度 

 
 

   令和４年４月には、コロナの影響など社会経済環境の著しい変化や、中小企業の生産性の向上とい

った構造的課題に対応する国の動向、売上げの減少などの課題を踏まえ、令和４年度から令和６年度

の３年間を計画期間として改定（第２次プラン）し、条例の基本計画として、中長期的に継続・発展

していけるような中小企業の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進した。 

 

 １ 第２次プラン改定時の背景（Ｒ２～Ｒ３） 

      社会経済情勢の変化 

         ・人口減少や少子化の進行による国内市場の縮小、労働力の減少など、深刻な社会課題が継続 

         ・2020年の新型コロナウイルス感染症の世界的流行に伴う経済危機、人々の価値観の変化 

         ・国は、2050年までに温室効果ガスの排出をゼロにするカーボンニュートラルを宣言 

      国の中小企業支援の方向性の変化 

         ・生産性向上に取り組む企業への支援、規模拡大支援等が必要 

〔経済財政運営と改革の基本方針 2021〕 

         ・中小企業等の事業継続や経営転換等を支援するとともに、事業承継や生産性向上への対応が 

喫緊の課題 

    市内中小企業が直面する課題 

         ・コロナの影響を受け、令和２年４月は「売上げ」が対前年同月比で大きく落ち込む。 

       ・以前から「人材の育成・確保」は課題だったが、コロナ下においても状況は変わらず、継続 

的な課題となる。  

       ・企業間取引において、主として FAX等を利用している企業は約 52％にのぼり、特に卸売業、

小売業、飲食業、サービス業におけるデジタル化の遅れが顕著 

 

 ２ 第２次プランの強化項目 

    第２次プランにおいては、コロナの影響を受けた市内中小企業の事業継続と雇用維持を支援する 

ため、短期的・集中的に取り組む分野を設定した。 

    また、中小企業がポストコロナ時代における経営環境の変化へ対応できるよう支援するため、 

取組みを強化する支援の３つの柱を設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 第２次プランの振り返り 

 

令  和  ５  年  度 令  和  ４  年  度 

 【目指す姿】 

    ・融資が円滑に実行され、必要な資金が適切に供給されている。 

    ・経営環境の変化に対応し、事業・業態転換がスムーズになされている。 

    ・販路開拓や国内からの人流が戻ることで、企業の売上や国内消費が回復する。 

 【目指す姿】 

   ・求職者とのマッチング機会が十分に確保され、人材の確保が進んでいる。 

   ・外国人、シニア、女性など多様な人材が働きやすい環境が整う。 

 【目指す姿】 

   ・デジタル化、さらには DXに取り組む企業が増える。 

   ・DXや設備投資等により、企業の生産性が向上する。 

 【目指す姿】 

   ・新しい価値やサービスの創出にチャレンジするスタートアップ企業などが増える。 

   ・国内外から企業や人が集まることで経済が活性化する。 

 

短
期
的
・
集
中
的 

に
取
組
む
分
野 

取
組
み
を
強
化
す
る
３
つ
の
柱 

 ① 人材の育成、 

人材の確保 

 ② 労働生産性の向上 

 ③ 新しい価値・ 

  ビジネスの創出 

 ① コロナからの回復 
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 ３ 第２次プランの取組み実績 

 （１）第２次プランの成果指標 

成果指標 実績（評価） 

売上がコロナ前（R元年）水準に回復
した中小企業の割合：７５％以上 

 売上が回復した事業者の割合は、令和５年度売上で
60.8％と伸長傾向にあり、また売上が減少した事業者の割
合も減少傾向にあることから、着実に回復に向かっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）取組みを強化する３つの柱 

項目 目標値 実績（最新値） 

 就業機会の多さに対する満足度 50％ 49.7％ 

25歳から 44歳までの女性の有業率 75％ 78.9％ 

 企業間取引をデジタル化している企業割合 
90％ 

89.0％ 

 新設事業所数 1,200事業所 1,972事業所 

入込観光客数 
2,300万人 

1,860万人 
 

成長分野、本社機能の進出企業数／進出した企業
による雇用者数 
 

50社／3,000人 62社／651人 

 

 ４ 第２次プラン総括 

 (１)第２次プランの成果指標 

  ・売上がコロナ前水準に回復した中小企業の割合は、令和３年度：22.8％、 

     令和４年度：44.6％、令和５年度： 60.8％と着実に回復に向かっている。 

 (２)取組みを強化する３つの柱  

  ・「就業機会の多さに対する満足度」「25歳から 44歳までの女性の有業率」 

   は、ほぼ目標を達成している。 

  ・企業間取引をデジタル化している企業割合は、ほぼ目標を達成している。 

  ・「入込観光客数」「進出した企業による雇用者数」の目標は未達成だが、 

   「新設事業所数」「成長分野、本社機能の進出企業数」は目標を達成している。 

  第２次プランの成果や課題を踏まえ、第３次プラン（令和７年度～令和 10 年度）への改定を行う。  

実績評価 
 

24.3 19.2 23.8 17.7

17.1 21.8 15.2
9.5

11.9 17.1
6.7

4.2

24.2 12.9

4.0

2.5

17.1% 22.8%

44.6%

60.8%
75%以上

-100％

-80％

-60％

-40％

-20％

0％

20％

40％

60％

80％

100％

77.5%

49.7%

71.0%

33.9%

 同水準～増加
 減少（△０～20％）
 減少（△20～40％）
 減少（△40～60％）
 減少（△60％以上）
 不明
 無回答

出典：福岡市「中小企業振興に関するアンケート調査」 

・・・・ ○ 

・・・ ◎ 

 R２年度   R３年度  R４年度  R５年度     目標値 
  売上        売上       売上       売上  (R６年度売上) 

①人材の育成、
人材の確保 

②労働生産性 
の向上 

③新しい価値・ 
ビジネスの創出 

（出典：福岡市市長室「市政に関する意識調査」） 

（出典：総務省「就業構造基本調査」） 

 （出典：福岡市「中小企業振興に関するアンケート調査」） 

 （出典：総務省「経済センサス-基礎調査」等） 

 （出典：福岡市「福岡市観光統計」） 

 

（出典：福岡市 経済観光文化局調べ） 

 

（R5.6 調査時点） 

（R4.10 調査時点） 

（R6.5 調査時点） 

（R3.6 調査時点） 

（R5実績） 

（R4実績） 

 

概ね順調 

○ 

 ➡ 
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 １ 社会経済情勢の変化 

 （１）マクロ経済の動向（内閣府「令和６年度 年次経済財政報告」より抜粋） 

  2023 年５月、新型コロナウイルス感染症（以下、「コロナ」という。）の感染症法上の位置づけが

５類感染症に移行されて以降、経済の自律的な循環メカニズムが整い、緩やかな回復基調を取り戻し

た。ＧＤＰは名目 597兆円と過去最高水準に増加、企業収益は過去最高を更新するなど、企業部門は

全体として好調さを維持している。 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考） 

Ｇ Ｄ Ｐ ：一定期間内に国内で生産された財（モノ）・サービスの付加価値の合計額 

名目ＧＤＰ：実際に取引されている価格に基づいて推計するため、物価変動の影響を受けるもの 

実質ＧＤＰ：基準年の価格水準を基準として、物価変動要因が取り除かれたもの 

営業利益：本業の売上高から売上原価、販売費、一般管理費を差し引いたもの 

経常利益：営業利益に営業外収益を加算し、営業外費用を差し引いたもの 

 

 

第３章 プラン改定の背景 

 

出典：内閣府「国民経済計算」 

出典：財務省「法人企業統計季報」 
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 （２）人口・世帯数 

   日本の総人口は令和２（2020）年国勢調査において、１億 2,614万６千人となっており、平成 27 

（2015）年に比べ、人口は 94万９千人減少している。一方、本市の人口は一貫して増加を続けており、

2023（令和５）年 10月現在で約 164.3万人と、1995（平成７）年からの 28年間で、約 35.8万人増加

（＋27.8％）している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （３）人生 100 年時代※１の到来 

   国においては、少子高齢化が進む中で人生 100年時代を迎えるに当たり、「教育・仕事・引退」と

いう３ステージの単線型の人生からマルチステージの人生を送るようになる中で、働き方の多様化

に向けた動きが生じている。 

   本市では、人生 100 年時代の到来を見据え、誰もが心身ともに健康で自分らしく活躍できる持続

可能なまちを目指す取組み「福岡 100」を産学官民「オール福岡」で推進している。 

 

 

 

※１ 人生 100年時代 ： ロンドン・ビジネス・スクール教授であるリンダ・グラットン氏が共著「ライフ・シ 

フト 100年時代の人生戦略」で提唱した言葉。寿命の長期化により先進国の平成 19 

年（2007年）生まれの２人に１人が 103歳まで生きる時代が到来するとし、100年間 

生きることを前提とした人生設計の必要性を論じたもの 

 

 

福岡市の人口・世帯数の推移 

 
 
 

資料：福岡市「令和６年版グラフで見る福岡市」 
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 （４）福岡市の SDGs の取組み 

SDGsとは、「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略で、「誰一人取り残さ

ない持続可能な社会」を実現するために、2015年の国連サミットで採択された、2030年を期限とす

る 17の国際目標である。 

本市では、多くの市民の皆様とともに策定した「福岡市総合計画」において、生活の質の向上と都

市の成長の好循環を創り出すことを都市経営の基本戦略として掲げ、経済的な成長と心豊かな暮ら

しのバランスがとれたコンパクトで持続可能な都市づくりを進めることにより、SDGs の達成に取り

組んでいる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （５）脱炭素に向けた動き 

国においては、令和 32（2050）年までにカーボンニュートラル※１を目指すことが宣言され、 

本市においては、脱炭素社会※２の実現に向け、「2040年度 温室効果ガス排出量実質ゼロ」のチャレ 

ンジを掲げ、2030年度における温室効果ガス削減目標を、2013年度比で国の 46％を上回る 50％削 

減とし、様々な取組みを進めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ カーボンニュートラル ： 温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させること 

※２ 脱炭素社会 ： カーボンニュートラルな社会 

  
 
                      

※2019 年時点の単位あたりの排出量を固定し、活動量のみを変動させた場合の 2030 年度の総排出量 

（四捨五入の関係のため、排出量の内訳と総量が一致しない場合があります。） 

資料：福岡市「福岡市地球温暖化対策実行計画」 

市域の温室効果ガス排出量:50％削減（2013 年度比） 
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 ２ 本市経済・産業の状況 

 （１）市内総生産額 

 令和２（2020）年度の本市の市内総生産額（名目）は、約７兆 3,900億円となっている。（図１） 

 産業別にみると第３次産業が約９割を占めており、「卸売・小売業」「専門・科学技術、業務支援

サービス業」「不動産業」「情報通信業」などの割合が大きくなっている。（図２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.03 
6.96 

7.21 
7.30 

7.53 
7.59 

7.79 
7.86 7.84 

7.39 

7.16 7.14 

7.41 
7.34 

7.54 7.56 

7.76 7.77 
7.69 

7.17 

6.40

6.60

6.80

7.00

7.20

7.40

7.60

7.80

8.00

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度

（兆円） 名目 実質

（図２）経済活動別市内総生産の推移 

（図１）市内総生産の推移 

資料：福岡市 「福岡市民経済計算」 ※実質値は、物価変動の影響を取り除いたもの     

①農林水産業, 4,952 

①農林水産業, 9,305 

②鉱業, 914 

②鉱業, 923 

③製造業

277,441 

③製造業

317,529 

④建設業

391,420 

④建設業

241,676 

⑤電気・ガス・水

道・廃棄物処理業

166,806 

⑤電気・ガス・水

道・廃棄物処理業

162,241 

⑥卸売・小売業

1,437,868 

⑥卸売・小売業

1,635,762 

⑦運輸・郵便業

354,906 

⑦運輸・郵便業

488,958 

⑧宿泊・飲食サービス業

147,867 

⑧宿泊・飲食サービス業

209,762 

⑨情報通信業

613,730 

⑨情報通信業

538,606 

⑩金融・保険業

344,916 

⑩金融・保険業

341,004 

⑪不動産業

984,227 

⑪不動産業

813,001 

⑫専門・科学技術、

業務支援サービス

業, 1,092,127 

⑫専門・科学技術、

業務支援サービス業

833,134 

⑬公務

380,586 

⑬公務

323,396 

⑭教育

263,545 

⑭教育

297,282 

⑮保健衛生・社会事業

592,367 

⑮保健衛生・社会事業

474,175 

⑯その他の

サービス

277,428 

⑯その他の

サービス

294,821 

R２年度

H23年度

単位：百万円

・・・増加した項目

7.39兆円

第３次産業（90.1％） 

資料：福岡市 「福岡市民経済計算」 ※輸入品に課される税などは省略 

7.03兆円 
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 （２）本市の企業活動の状況 

  ①事業所数・従業員数 

 本市の事業所は、第３次産業が約９割を占め、「卸売業、小売業」（26.6％）、「宿泊業、飲食サー 

ビス業」（13.0％）の割合が大きい。（図３） 

また、従業員についても第３次産業が約９割を占めており、「卸売業、小売業」（21.8％）、「サー 

ビス業（他に分類されないもの）」（13.2％）の割合が大きい。（図４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図３）市内の事業所の産業別構成比 

資料：総務省・経済産業省「令和３年経済センサス‐活動調査」 

A・B 農林漁業 0.1%

C 鉱業，採石業，砂利採取業 0.01%

D 7.4%

E 2.7%

F 電気・ガス・熱供給・水道業 0.2%

G 3.1%

H 2.1% I 卸売業，小売業 26.6%

J 2.1%

K 8.5%

L 7.6%

M 宿泊業，飲食サービス業

13.0%

N 7.6%

O 3.1%

P 8.7%

Q 0.3%

R 6.9%

R3年

74,867

事業所

A・B 農林漁業 C 鉱業，採石業，砂利採取業 D 建設業

E 製造業 F 電気・ガス・熱供給・水道業 G 情報通信業

H 運輸業，郵便業 I 卸売業，小売業 J 金融業，保険業

K 不動産業，物品賃貸業 L 学術研究，専門・技術サービス業 M 宿泊業，飲食サービス業

N 生活関連サービス業，娯楽業 O 教育，学習支援業 P 医療，福祉

Q 複合サービス事業 R サービス業（他に分類されないもの）

第３次産業（89.8％）

資料：総務省・経済産業省「令和３年経済センサス‐活動調査」 

A・B 農林漁業 0.1%

C 鉱業，採石業，砂利採取業 0.01%

D 6.6%

E 3.3%

F 0.9%

G 5.9%

H 5.6% I 卸売業，小売業 21.8%

J 3.5%

K 4.2%

L 4.9%

M 9.3%

N 3.4%

O 3.8%

P 13.0%

Q 0.4%

R サービス業（他

に分類されないも

の）

13.2％

R3年

923,521人

A・B 農林漁業 C 鉱業，採石業，砂利採取業 D 建設業

E 製造業 F 電気・ガス・熱供給・水道業 G 情報通信業

H 運輸業，郵便業 I 卸売業，小売業 J 金融業，保険業

K 不動産業，物品賃貸業 L 学術研究，専門・技術サービス業 M 宿泊業，飲食サービス業

N 生活関連サービス業，娯楽業 O 教育，学習支援業 P 医療，福祉

Q 複合サービス事業 R サービス業（他に分類されないもの）

第３次産業（90.0％）

（図４）市内の従業員の産業別構成比 
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  ②中小企業・小規模事業者の割合 

 事業所数に占める中小企業の割合は 99.7％、従業者数に占める中小企業の割合は 84.4%となっ 

ている。（図５、６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小企業 

43,574事業所（58.2％） 

中小企業 

74,651事業所（99.7％） 

全事業所 

74,867事業所（100％） 

小規模事業者 

48,200事業所（64.4％） 

小企業 

108,151人（11.7％） 

 

中小企業 

779,874人（84.4％） 小規模事業者 

156,567人（17.0％） 

全事業所 

923,521人（100％） 

※統計の性質上、中小企業、小規模事業者、小企業の定義を下記のとおりとした 

 ・中小企業：従業者規模 300人未満 

 ・小規模事業者：従業者規模 20人（商業・サービス業は 5人）以下 

 ・小企業：従業者規模 5人以下 

資料：総務省・経済産業省「令和３年経済センサス‐活動調査」 

（図５）事業所数に占める中小企業の割合 

（図６）従業員数に占める中小企業の割合 
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  ③開業率・廃業率の推移の割合 

 福岡都市圏の令和５年度の開業率は 5.3％、廃業率は 3.6％（図７） 

 大都市地域で比較した場合、開業率は大都市地域の中で最も高い数値となっている。（図８） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.0%

7.7%
7.5%

5.9%

5.8%

7.2%

6.3%

5.3% 5.3%

5.1%

3.6%

4.5%

6.2%

4.4%

4.3%
3.7%

3.7%

3.6%

5.2%

5.6% 5.6%

4.4%
4.2%

5.1%

4.4%

3.9% 3.9%

3.8%

3.5% 3.5% 3.5% 3.4% 3.3%
3.1%

3.3%

3.9%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

福岡都市圏 【開業率】 福岡都市圏 （廃業率）

全国 【開業率】 全国 （廃業率）

資料：福岡アジア都市研究所  

 ※「雇用保険事業年報」（厚生労働省）における雇用保険適用事業所ベースで算出したもの 

（図７）福岡都市圏の開業率・廃業率の推移 

（図８）開業率大都市地域比較 （図９）廃業率大都市地域比較 
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  ④企業倒産 

   令和５年度の倒産件数は 176件・倒産時の負債総額は約 233億円となり、コロナ禍前（Ｒ元年度）

とほぼ同水準となっている。（図 10） 

 

 

 

 

 

 

 

  ⑤オフィス空室率 

   令和６年９月時点のオフィス空室率の全体平均は、4.4％、募集賃料の全体平均は、１か月あたり 

15,219円／坪となっている。（図 11） 
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資料：（株）東京商工リサーチ福岡支社  ※倒産した企業のうち、負債総額 1,000万円以上のものについて集計 

（図 10）福岡市内の倒産件数の推移 

（図 11）福岡市内のオフィス空室率の推移 

資料： 三幸エステート株式会社 「オフィスマーケットレポート」 
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 （３）本市の雇用・労働の状況 

  ①有効求人倍率 

   福岡地域の有効求人倍率は、令和５年度で 1.24倍。直近においては、平成 30年度の 1.75倍をピ

ークに、コロナ禍で下落した後、令和３年度以降は再び上昇している。（図 12） 

 

 

 

 

 

  ②正規・非正規雇用別の労働者数 

   本市の正規雇用労働者数は、444,400人と前回調査時の平成 29年と比較し、17,900人増加してい 

る。また、非正規雇用労働者数は 290,900人と 2,300人増加している。（図 13、14、15） 
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 H19 年 H24 年 H29 年 R４年 
男
性 

人数(人) 271,200 243,800 279,000 272,600 
割 合 79.4% 72.7% 76.0% 76.1％ 

女
性 

人数(人) 130,700 132,800 147,500 171,900 
割 合 45.1% 42.4% 42.4% 45.6％ 

合
計 

人数(人) 401,900 376,500 426,500 444,400 
割 合 63.7% 58.0% 59.6% 60.4％ 

資料：厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」、福岡労働局「雇用失業情勢」    

（図 12）有効求人倍率の推移 

（図 13）福岡市の正規・非正規雇用別の労働者の推移 
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（図 14）労働者の正規雇用者の割合 

（図 15）福岡市正規雇用者の数及び割合 

資料：総務省「就業構造基本調査」 

※自営業主、家族従業者、会社などの役員は含まない 
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 （４）本市企業の状況 

 地場企業の景況判断指数（DI値）は、令和６年６月調査で全業種平均が▲1.4 

次期（令和６年７～９月）は、▲0.3で 1.1ポイントプラスになると予測。（図 16） 
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資料：福岡商工会議所「地場企業の経営動向調査」（四半期毎発表） 
※ 調査対象は、福岡商工会議所会員企業 

【事業者の現況】※福岡商工会議所「地場企業の経営動向調査」（令和６年度第１四半期） 

 ○仕入材料・製品価格の上昇分を受注価格へ転嫁するまでに時間がかかるため、適正な利益確保が 

  難しい 

 ○昨年度来交渉していた値上げ要請が本年度から適用された結果、売上高が増加 

 

【事業者の現況】※令和６年８月 福岡市中小企業振興審議会委員の意見 

 ○取引条件や販売価格が改善しており全体的にみると景況も多少改善しているが、引き続き人手不 

  足・後継者難が深刻な課題となっている 

 ○価格転嫁に関しては景況感の回復基調にある業種・企業と、経営状況が厳しい業種・企業との格 

  差が生じている状況 

（市内事業者の意見） 

（図 16）地場企業の景況判断指数（ＤＩ値）の推移（業種別） 
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（表１）今後の事業展開における課題上位 

（図 17）人手不足の状況 

（参考）うち小規模事業者 

（表２）人手不足への対応 （参考）うち小規模事業者 

 
 
 
 １ 直面する課題 *「令和６年度中小企業振興に関するアンケート調査」結果 抜粋 

 （１）人手不足・コスト上昇への対応 

社会経済活動の活性化に伴い、ほぼすべての分野で「人手不足」が深刻になっている。市内中 

小企業を対象に本市が実施した「令和６年度中小企業振興に関するアンケート調査」では、「人 

手不足」を課題として挙げる事業者が、コロナ禍で一旦落ち込んだ後、令和４年度から再び上昇 

し、令和６年度には６割を超えるなど、喫緊の課題となっている。 

また、原油や物価の高騰、継続的な賃上げ等を背景に、「価格転嫁」、「コスト削減」や「生産性

向上」といった「コスト上昇への対応」が求められている。（表１） 

 

 

       

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    「人手不足」の状況では、「若手従業員の不足」が 30.8％、「全体的に不足」が 21.9％、 

「中堅従業員の不足」が 13.9％となっており、人手不足は幅広い層に広がっている。（図 17） 

    「人手不足への対応」については、１位は「中途の採用」、２位以下は「人材の定着」や 

「業務の効率化」など限られた人員で事業を運営するための対応策となっている。（表２） 
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（表３）人材育成で向上させたい能力 

 

n=870

（図 18）デジタル化の取組み 

 

（図 19）従業員１人あたり粗利額比較※全体の内、従業員数・粗利を回答いただいた 757事業者を抽出して比較 

 

（参考）うち小規模事業者 

 （２）生産性向上 

    「デジタル化の進捗状況」については、「デジタル化に取り組んでいる」という事業者の合計が 

８割を超え、デジタル化に取り組む事業者が増えているが、取組みの段階には格差が生じている。

（図 18） 

    デジタル化の取組み度合毎の従業員１人あたり粗利額（図 19）が示すとおり、デジタル化の取

組みと生産性には一定の相関が見られる。 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

   

 

    また、「人材育成で向上させたい能力」において、「IT を使いこなす一般的な知識・能力（OA・

事務機器操作等）」、「専門的な ITの知識・能力（システム開発・運用、プログラミング等）」とい

ったデジタル化に関連する能力が低水準で推移しており、依然としてデジタル化への意識が低い

ことが伺える。（表３） 

 
 

 R3 年度 
（R4.1） 

R5 年度
（R5.4） 

R6 年度
（R6.5） 

マネジメント能力・リーダーシップ 45.0 ％ 30.3 ％ 45.3 ％ 

チームワーク、協調性・周囲との協働力 46.0 ％ 32.8 ％ 43.6 ％ 

営業力・接客スキル 47.0 ％ 48.1 ％ 41.6 ％ 

課題解決スキル(分析・思考・創造力等) 38.0 ％ 27.3 ％ 40.7 ％ 

コミュニケーション能力・説得力 37.0 ％ 25.9 ％ 39.1 ％ 

職種に特有の実践的スキル 33.0 ％ 32.8 ％ 36.5 ％ 

ＩＴを使いこなす一般的な知識・能力(ＯＡ・事務機器操作等) 20.0 ％ 21.6 ％ 19.2 ％ 

専門的なＩＴの知識・能力(システム開発・運用、プログラミング等） 9.0 ％ 7.9 ％ 12.7 ％ 

定型的な事務・業務を効率的にこなすスキル 12.0 ％ 10.0 ％ 12.4 ％ 
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【ア ナ ロ グ】 紙や口頭による業務が中心で、デジタル化が図られていない状態

【デジタル１】アナログな状況からデジタルツールを利用した業務環境に移行している状態

【デジタル２】デジタル化による業務効率化やデータ分析に取組んでいる状態

【デジタル３】デジタル化によるビジネスモデルの変革や競争力強化に取組んでいる状態
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（図 20）事業承継の状況  （参考）うち小規模事業者 

 （３）事業承継 

    事業承継については、「候補者未定」、「今は考えていない」と回答した経営者が 45.2％に上り、

事業承継は完了するまでに、５年～10 年かかることを考えると、事業承継の遅れが見られると言

える。（図 20） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 国の施策の方向性 

     国は、「経済財政運営と改革の基本方針 2024」において、社会課題への対応を通じた持続的な経

済成長の実現する取組みとして、「豊かさを支える中堅・中小企業の活性化」を掲げ、 (1)人手不足

への対応、(2)中堅・中小企業の稼ぐ力、(3)輸出・海外展開の支援を行うことで、地域経済をけん

引する中堅企業と雇用の７割を支える中小企業の稼ぐ力を強化するとした。 

     また、令和５年度補正・令和６年度当初予算において、下記のとおり、基本的な課題認識と対応 

の方向性が示された。 

      ・物価高や、構造的な人手不足等、厳しい経営環境に直面する中小企業・小規模事業者に対す 

る価格転嫁対策や資金繰り支援、省力化投資支援等に万全を期す。 

      ・さらに、GX/DX等といった産業構造転換の中、中小企業・小規模事業者の成長に向けた取組 

を予算・税等の政策手段を総動員して支援。これらを通じ、持続的な賃上げにつなげる。 

      ・また、事業承継、社会課題解決、工業用水道の整備の支援等を通じて地域経済の活性化を図 

          る。 

 

 

 

 

 

 

 

n=914

承継完了 

15.3％ 

予定なし 
（廃業予定） 

5.5％ わからない 

8.6％ 

承継予定 
（候補者有） 

25.4％ 

承継予定 

（候補者未定） 
20.4％ 

今は考えて 

いない 
24.8％ 

45.2% 

承継完了

11.9%

承継予定

（候補者有）

22.6%

今は考えて

いない

30.6%

予定なし

（廃業予定）

10.4%

わからない

6.8%

n=337

承継予定 

（候補者未定） 
17.2％ 
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 ３ めざす姿 

  第２次プランでは、「コロナからの回復」を短期的・集中的に取り組む項目に設定したが、第３

次プランでは、成長型の新たな経済ステージへの移行に向けてめざす姿として 

「直面する経営課題に柔軟に対応し、利益を生み出す中小企業が増える」を掲げる。 

 

 

 

 

 

 ４ 計画期間 

 令和７（2025）年度から令和 10（2028）年度末までの４年間 

 

 ５ 重点的に取り組む支援の３つの柱 

  経営環境の変化に柔軟に対応し、経営基盤の強化、経営の改善・革新など成長に向けてチャレ

ンジする市内中小企業・小規模事業者を支援するため、今後４年間を見据え、重点的に取り組む

支援の３つの柱を設定する。特に、近年深刻な課題となっている「人手不足の対策と生産性の向

上」については、特に強化する項目に設定する。 

 

 
 
    

 
 
 
 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（めざす姿）直面する経営課題に柔軟に対応し、利益を生み出す中小企業が増える 

 

 【主な支援策】 
     ・デジタル化、IT・DX化の支援 
     ・人材の確保への支援 
     ・人材の定着への支援 
     ・事業承継、事業・業務転換への支援 
     ・海外人材の活躍促進 
                                        

【めざす姿】 
 ・新しい価値やサービスの創出にチャレ 

ンジするスタートアップ企業が増える。 
 ・国内外から企業や人が集まることで 
   経済が活性化する。 

 【主な支援策】 
  ・観光・MICE振興  
    ・成長分野の企業の集積           
    ・スタートアップへの支援 
    ・輸出や海外展開 
      

                                           

 【主な支援策】 
    ・資金供給の円滑化、経営相談     
    ・公共工事など受注機会の確保 
    ・商店街、伝統産業の振興   

                                           

【めざす姿】 
 ・融資や販路開拓により、中小企業・小

規模事業者の経営基盤の強化が図られ
ている。 

 ・商店街や伝統産業の振興などにより 
   地域経済の活性化が図られている。 

人手不足の対策と 
      生産性の向上 

【めざす姿】 
  限られた人的資源を限られた地域・
分野で奪い合うのではなく、以下を 
ポイントに取組みを強化する。 

 ・徹底した生産性向上の促進 
 ・本人の希望や能力に応じた活躍促進 
 ・海外人材の活躍促進 

経営基盤の強化  
      と持続的発展 

新しい価値・ 
    ビジネスの創出 

強化 

直面する経営課題に柔軟に対応し、利益を生み出す中小企業が増える 

めざす姿 
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法人税割対象法人数の推移  

 ６ プランの目標値 

     前頁「３ めざす姿」である「直面する経営課題に柔軟に対応し、利益を生み出す中小企業が増

える」を定量的に示せる指標として下記の指標項目を本プランの目標値に設定する。 

 

         成果指標         

指標項目 初期値         
目標値        

（令和 10年度） 

法人市民税（法人税割）の対象法人数 

 

28,418社 
30,000 社 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19,100 

19,307 

20,660 

21,266 19,816 

17,106 

17,061 

17,339 

18,371 20,088 

21,385 
22,313 

23,584 24,878 

25,652 
26,831 

26,063 
26,941 

27,874 

28,418 

30,000 

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

（単位：社） 

（参考）法人住民税とは 

○法人住民税とは、法人も地方団体が提供する行政サービスを享受しているため、地域社会の費用について、その構成員

である法人にも、個人と同様幅広く負担も求めるもの。 

○法人住民税は、均等割と法人税割の２つの税割で構成されており、それぞれ納税義務者となる法人と納税額が異なる。 

○均等割とは、法人であれば等しく払う義務のある税金のこと。法人の規模に応じて区分けした上で、同一区分内におい

ては同一の額を法人に課している。 

○法人税割とは、法人が法人税額（法人が国に支払う税額）を基準にして都道府県や市町村に払う税金で、法人であれば

等しく税額を課している均等割と違って、儲かっている法人ほど税額が高くなるという構造になっている。 

○均等割と法人税割の決定的な違いとしては、法人税割は国に法人税を納めている法人、つまり黒字の法人だけが払うの

に対して、均等割は赤字の法人も払わなければならない点である。 

                              （出典：総務省 HP「やさしい地方税」抜粋） 

（R5実績） （出典：「福岡市税務統計」(各年現年度の実数値)） 

 

（目標） 
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  更に、20頁「５ 重点的に取り組む支援の３つの柱」ごとに、目標値を設定する。 

 

３つの柱 指標項目 初期値     
目標値        

（令和 10年度） 

(1)人手不足の対策 
  と生産性の向上 

人員体制について「過不足なし」と回答した事業者

の割合 
23.3％ 

(R6.5 調査時点) 30.0％ 

デジタル化による業務効率化やビジネスモデルの変

革等に取り組んでいる市内中小企業の割合 

 
35.6％ 

（R6.5 調査時点） 50.0％ 

(2)経営基盤の強化   
  と持続的発展 

法人市民税（均等割）の対象法人数 
65,499社 73,000社 

主要商店街の年間来街者指数 
（令和５年度を 100とする） 

100 
（R5実績） 115 

(３)新しい価値・ 
    ビジネスの創出 

入込観光客数 1,860万人 
（R4実績） 2,600万人 

成長分野・本社機能の進出企業数 58社/年 
（H26～R5平均） 60社/年 

新設事業所 1,972事業所/年 
（R3.6 調査時点） 2,000事業所/年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

強化 

(出典：福岡市「中小企業振興に関するアンケート調査」) 

(出典：おでかけウォッチャー) 

(出典：総務省「経済センサス-基礎調査」) 

(出典：福岡市 経済観光文化局調べ) 

(出典：福岡市「中小企業振興に関するアンケート調査」) 

(出典：福岡市 経済観光文化局調べ) 

（出典：「福岡市税務統計」(各年現年度の実数値)） 
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 １ 取組み体系 
 

 ①人材確保への支援                   

 ②人材育成への支援                   

 ③生産性向上への支援                  

 ④事業再構築への支援                  

 ⑤事業の承継                      

 

                

 

 

 

 

 

 

 ①経営に関する相談・助言                

 ②資金の供給の円滑化                  

 ③販路開拓の促進                    

 ④その他の経営支援                   

 ⑤商店街の振興                     

 ⑥伝統産業・技能の振興                 

 ⑦農林水産品などの地域資源や特産品に係る地場産業の振興 

 ⑧地域と中小企業との連携                

 ⑨公共事業などの受注機会の確保             

 

 

 

 ①スタートアップへの支援                

 ②新商品・新サービスの開発、技術革新、事業化の促進   

 ③海外市場への事業展開、海外需要の取込み        

 ④知識創造型産業などの次世代を担う産業の振興      

 ⑤脱炭素経営・ビジネスの促進              

 ⑥国内外の企業誘致                   

 ⑦観光・ＭＩＣＥの振興                 

 

 
 

 

 

第５章 第３次プランの取組み体系と支援の方向性 

 

＜関連する主な SDGs＞ 

(1)人手不足の対策と生産性の向上 

(2)経営基盤の強化と持続的発展 

 ＜関連する主な SDGs＞ 

(3)新しい価値・ビジネスの創出 

＜関連する主な SDGs＞ 
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 ２ 支援の方向性 

 （１）人手不足の対策と生産性の向上 

① 人材確保への支援 

    取組みの成果 

   人材確保支援策として、平成 30 年度からは企業の採用活動についての人材確保相談窓口を開設、

合同会社説明会などによる求職者との接点づくり、中小企業人材採用支援事業などによる採用力向

上に資する事業等を実施し、企業及び求職者に働きかけた。 

   また、市内企業の「働き方改革」の取組みを応援するため、ふくおか「働き方改革」推進企業認定

事業を実施し、令和６年９月１日現在、191社を認定している。 

   さらに、福岡都市圏の大学、産業界、福岡市で構成する福岡未来創造プラットフォームにおいて

も、福岡都市圏の企業と学生との交流会などを開催し、若者の地元就職の促進に取り組んだ。 

   分野別に見ると、クリエイティブ関連人材については、ゲーム産業の分野において、インターンシ

ップの実施により、３年間で 99人の受入れを行った。 

   観光分野においては、宿泊業界の人材不足に対応するため令和５年度より合同就職説明会を実施

し、126名の求職者が参加、11名の採用につながった。 

   介護分野においても、介護職員初任者研修を無料で開催し、71名が受講するなど、「参入促進」「労

働環境・処遇の改善」「資質の向上」に総合的に取り組んだ。 

   高齢者雇用の分野においては、事業者訪問等を行い、高齢者雇用に関する課題を解消する方策な

どを提案することや、解決するためのコンサルティングを実施するとともに、働きたい高齢者に対

し、就業セミナーやインターンシップを実施したほか、シニアお仕事ステーションで求人企業等の

情報を提供し、企業と高齢者のマッチングを行った。また、50 代からのセカンドキャリアに向けた

支援を行った。 

    女性人材の確保の点では、企業における女性活躍への取組みの「見える化」の推進や、健康課題等

と仕事の両立に向けた企業への啓発・支援、ワーク・ライフ・バランスの推進等に関する企業向けの

講演会等を開催した。 

 

    残された課題 

   業種や職種により差があるものの、企業の認知度が低く、自社の魅力を再発見・創出・発信できる

人材が不足している。あわせて、福岡都市圏の学生に対し、地場企業の魅力を発信する取組みについ

ても、継続して取り組んでいく必要がある。 

   分野別に見ても、クリエイティブ産業においては、県内に大学及び専門学校等が多くあるものの、

市外に流出している。 

   観光分野においては、宿泊業界の人材不足の割合が高いほか、企業の中核を担う人材が不足して

いる。 

   介護分野においては、福祉・介護サービスの担い手の確保が課題であり、高齢者雇用の分野におい

ては、働きたい高齢者と求人企業のミスマッチが課題である。 

   女性人材の確保の点では、働く場における男女間の不平等の解消や、多様で柔軟な働き方の普及

促進に向けた支援を行う必要がある。 
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    今後の方向性 

   企業の認知度向上、求職者との接点づくり、採用力向上（オンラインをベースとした新しい採用ス

キル・ノウハウの取得等）に資する事業を行い、福岡の強みである多数の新卒者、各地の転職希望者、

育児などでの離職者の再就職希望者等、多様な人材が働きやすい職場づくりに関する取組みへの支

援を行う。 

   クリエイティブ関連人材については、多様化するオフィスニーズに合わせた柔軟な誘致活動によ 

り、魅力ある企業を誘致することで IT・クリエイティブ人材の定着を図り、また、クリエイティブ

関連企業とクリエイター間の交流を通して、人材の流出を防ぐ取組みを行う。 

    観光分野においては、引き続き宿泊業界向けの合同就職説明会のほか、中核人材育成に向けた研

修プログラムの開発・提供等に取り組むことで、人材確保や育成の支援を行う。 

   介護分野においては、介護職員初任者研修を実施し、研修修了者が就業に結びつくよう、求職者と

事業所のマッチングなどの取組みを実施する。また、関係団体との一体的な魅力発信や ICT ツール

を複数組み合わせた導入支援を行い介護サービスのＤＸを推進するとともに、外国人介護人材の受

入支援や介護事業所向けの研修等を実施していく。 

   高齢者雇用の分野においては、引き続き企業向けのセミナー、コンサルタント派遣等を実施し高

齢者雇用に向けた支援を行う。また、シニアお仕事ステーションでの情報発信や高齢者向けセミナ

ー、インターンシップを通じて働きたい高齢者の支援を行い、企業と高齢者のマッチングを行うと

ともに、セカンドキャリアへの支援を行う。 

   女性人材については、ダイバーシティ＆インクルージョンの考え方を組織において広く浸透させ、

女性をはじめとした多様な人材が能力を発揮できる社会となるとともに、男女ともにワーク・ライ

フ・バランスを実現できるよう、多様で柔軟な働き方の普及を促進するために啓発や支援を進める。 
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   ② 人材育成への支援 

    取組みの成果 

    地場企業の社員育成を促進するため、新入社員向け研修等を実施するとともに、福岡未来創造プ

ラットフォームに参画しリカレント教育※1を実施し、２年間で 2,620名が参加した。 

   分野別に見ると、創業の分野では、スタートアップカフェにおいて創業相談（累計 24,175件）を

実施し、急成長を目指すスタートアップの成長支援プログラム（起業支援プログラム参加：142 名、

成長支援プログラム参加：８社）を実施した。 

    クリエイティブ事業の分野では、ゲーム、映像、ファッション、音楽、デザインなどのクリエイテ

ィブ産業の更なる振興を図るため、産学官で構成される各種関係団体と連携し、インターンシップ

及びセミナー等のクリエイティブ人材育成事業を実施した。 

   また、IT 人材の育成という点においては、AI 開発者向けの研修（令和２～４年度の修了者数 297

名）やセミナーを開催した。 

    さらに、女性人材の育成においては、女性のキャリア形成やスキルアップ等を目的とした講座を 

開催したほか、男性の育児休業取得促進・意識啓発を行った。 

 

    残された課題 

 中小企業において「マネジメント能力・リーダーシップ」「チームワーク、協調性・周囲との協働

力」などの普遍的スキルの向上が求められているが、そもそも人材を育成するにあたり、「時間がな

い」「経費がない」ことが支障となっている。人材育成の「時間」と「経費」を生み出すには IT・デ

ジタル技術を活用して業務の効率化を図ることが必要であるが、IT・デジタル技術の導入に取り組む

市内中小企業は着実に増加している一方、初歩的な取組みに留まっている市内中小企業が半数以上

と、デジタル化の進捗状況は依然途上段階であり、また、IT・デジタル技術を導入し使いこなせる人

材の育成も重要な課題となっている。 

 創業の分野では、CFO※2やエンジニア等の専門的な知識や経験、スキルを持つような人材の育成が

課題とされ、クリエイティブ事業の分野では、コンテスト等の実施による露出の場及び若手クリエイ

ター向けの現場経験の機会が不足しており、IT企業では企業の DX化の進展により、AI等先端 ITエ

ンジニアが慢性的に不足しており、人材育成・確保が課題となっている。 

 また、女性人材の育成においては、結婚・出産を機に仕事を中断し、その後、非正規で就労する女

性が多い。また、企業における女性管理職比率の向上を図る必要がある。 
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    今後の方向性 

    中小企業の人材育成の「時間」と「経費」を生み出すため、IT・デジタル技術を活用した業務効率

化を図るとともに、中小企業の IT・デジタル技術を導入し使いこなせる人材の育成を支援する。 

    スタートアップ事業の分野においては、引き続き創業相談や育成プログラム等を実施し、CFOやエ

ンジニア等の専門的な知識や経験、スキルを持つような人材を育成し、スタートアップ企業とのマ

ッチングを推進する必要がある。 

    また、クリエイティブ事業の分野では、産学官で構成される各種関係団体と連携し、インターン

シップ及びセミナー等といった現場経験を通した人材育成に引き続き取り組む。 

    IT人材育成の分野では、エンジニアの交流拠点「エンジニアカフェ」において AI等先端 IT技術

に関するセミナーを行うとともに、デジタル人材育成プログラム「データエンジニア・カタパルト」

等、地場企業の協力を得て、地元の学生等を対象に人材育成を実施する。 

    さらに、働きたい女性がライフステージ等に応じて、多様な働き方ができるよう、関係機関と連 

携し就業や再就職の支援を行うとともに、企業における女性管理職比率向上に向けた取り組みを実

施する。 

 

    ※１ リカレント教育 ： 学校教育からいったん離れたあとも、それぞれのタイミングで学び直し、仕事で求 
められる能力を磨き続けていく社会人の学び 

    ※２ CFO ： 企業の最高財務責任者（Chief Financial Officerの略） 
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③ 生産性向上への支援 

    取組みの成果 

   デジタル化の重要性をテーマとした講演や ITコーディネータ等の専門家派遣により、経営層のデ

ジタル化に対する意識改革や企業間取引のデジタル化が進んだ。 

    また、市内の中小企業等がＤＸ※1推進企業（中小企業等のＤＸ化を推進する技術やサービスを持

つ企業）の技術・サービスを活用して進めるＤＸ化の取組みに対し、必要な経費の一部を補助すると

ともに、採択事業をＤＸ化モデルケースとして情報発信することで、広く市内中小企業のＤＸ化促

進を図った。 

   さらに、共助型のコミュニティを形成、事例発表交流会やアドバイザー派遣、伴走支援を実施する

ことで、中小企業のＤＸ推進を図った。 

   生産性向上特別措置法に基づく「先端設備等導入計画認定」については、要件を満たす設備投資に

ついて認定し、中小企業・小規模事業者の労働生産性の向上に取り組んだ。  

 

    残された課題 

    人口減少社会で現状を維持・発展させるには労働生産性の向上は不可欠であり、それを実現可能 

とする IT・デジタル技術の導入に取り組む市内中小企業は着実に増加している一方、初歩的な取組 

みに留まっている市内中小企業が過半数以上と、デジタル化の進捗状況は依然途上段階であり、生 

産性向上への取組み余地がある。 

    ＤＸにおいては、進め方やＤＸサービスの内容、得られる効果が分かりづらいことに加え、コロ 

ナ下における設備投資への不安が、ＤＸ推進の足かせとなっている。 

   共助型コミュニティである福岡ＤＸコミュニティの会員数は着実に増加し、ＤＸへの意識も高ま

っており、すでに一部の企業ではＤＸを積極的に推進する動きも見られるが、全体としてはまだ少

数にとどまっている。 

   「先端設備等導入計画認定」については、原油や物価の高騰等に伴う資金不足等から申請が減少傾

向にあるため、広報周知を図っていく必要がある。  

 

    今後の方向性 

    デジタル化の必要性等をテーマとしたセミナーによる経営トップ層の意識改革に加え、デジタル 

人材の育成、デジタルツールの導入サポートにより、中小企業の生産性向上を支援する。 

    ＤＸの促進においては、モデルケースとなる取組みやＤＸ推進企業を見える化し、広く発信する 

ことで、ＤＸ化を後押しする。 

   より多くの企業がＤＸに取り組めるようにするため、共助型コミュニティの一層の活性化に取り

組み、事例発表交流会やアドバイザー派遣、伴走支援を実施することで、中小企業のＤＸを推進す

る。 

    「先端設備等導入計画認定」については、コスト削減や生産性向上といった「コスト上昇への対

応」として中小企業の前向きな投資や賃上げを後押しするため、ホームページや市政だより等で制

度の周知を図っていく。 

 

    ※１ ＤＸ ： デジタルトランスフォーメーションの略称 

企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニ 

ーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プ 

ロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること。 
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  ④ 事業再構築への支援 

    取組みの成果 

    営業手法の事業再構築を支援するため、デジタルツールを活用した営業をテーマとしたセミナー

を開催したほか、販路拡大におけるデジタルツールの活用を支援した。また、経営相談窓口で専門

の相談員が経営の状況や相談の内容などを聞き、必要に応じアドバイスを行い、原材料高騰などの

影響を受けた事業者への対応として拡充した福岡商工会議所との共同相談窓口において、各種補助

金（事業再構築補助金を含む）の相談に対応した。 

 

    残された課題 

    中小企業の事業継続や成長のためには、社会・顧客の変化に対応し、新分野展開、業態転換、事

業・業種転換、事業再編などの思い切った事業再構築を検討する必要があるが、人手不足などの影

響で事業再構築を検討する余裕がない。 

 

    今後の方向性 

    人手不足に対応するため、デジタル化の必要性等をテーマとしたセミナーによる経営トップ層の

意識改革に加え、デジタル人材の育成、デジタルツールの導入サポートにより、中小企業の生産性

向上を支援する。また、引き続き、経営相談窓口において、専門の相談員が経営状況や相談の内容

に応じたアドバイスを行う。 

 

 

 

 

  ⑤ 事業の承継 

    取組みの成果 

    本市が設置する経営相談窓口に事業承継に関する相談があった際に、福岡県事業承継・引継ぎ支

援センターを紹介しているほか、受注促進相談員による企業訪問時に相談があった場合には診断シ

ートを配布し、福岡県事業承継・引継ぎ支援センターを紹介するなど、周知・広報に努めた。 

 

    残された課題 

    国内中小企業の経営者の５割超が 60歳以上と高齢化しており、経営者の事業承継・廃業の予定年

齢は４割以上の経営者が 65歳から 75歳未満の間に予定していると言われているため、今後 10年間

で半数の企業が世代交代を迎えると見込まれる。 

 

    今後の方向性 

    経営者の高齢化が進んでおり、事業の承継を円滑に行うためには、早い段階からの計画的な取り

組みが必要である。事業承継については、国が設置する福岡県事業承継・引継ぎセンターにおいて支

援ニーズの掘り起こしからニーズに応じた支援までワンストップで行っており、本市としては、融

資・経営窓口での相談時や専門員の訪問相談時にこれらの情報提供を行い、その活用を促進するこ

とで、事業承継のサポートを行っていく。 
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 （２）経営基盤の強化と持続的発展 

  ① 経営に関する相談・助言                                   

    取組みの成果 

    福岡市中小企業サポートセンターの経営相談をはじめとする各種相談窓口において、セーフティ 

ネット保証の認定や一般的な経営問題から資金繰りに関する相談への対応を行い、コロナ禍の期間

を含む令和２年度～令和５年度にあっては、累計約５万７千件もの相談に対応した。 

 

    残された課題 

    物価高や人手不足など、中小企業・小規模事業者の経営環境が厳しい状況にあることを踏まえ、 

経営相談・診断助言等により、経営の安定を図る必要がある。また、「パートナーシップ構築宣言」 

をはじめとした取引適正化に資する国や県の施策等の周知に取り組んでいく必要がある。 

 

    今後の方向性 

    経営支援施策普及事業における景況調査等により、市内中小企業・小規模事業者のニーズの把握 

に努めるとともに、経営相談や専門家派遣による経営課題の解決を図る。 

 

② 資金の供給の円滑化                                     

    取組みの成果 

    中小企業・小規模事業者の資金需要に対応できるよう十分な商工金融資金の融資枠を確保すると 

ともに、創業支援資金や経営安定化特別資金の拡充（メニュー創設や保証料補助）などの制度改正に

より制度の充実に努めた。また、商工金融資金における融資残高は、コロナ禍の令和２年度末で約

4,380億円となっており、市内中小企業・小規模事業者の経営を下支えする上で大きな役割を果たし

た。（図 21） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    残された課題 

    コロナの影響により、中小企業・小規模事業者の経営環境は厳しい状況にあり、資金繰りの状況

や今後の経済情勢の変化を踏まえた、事業者のニーズに対応した支援が必要である。 

 

    今後の方向性 

    市内中小企業・小規模事業者の経営の安定を図り、持続的発展に向けた取組みを支援するため、 

十分な融資枠を確保するとともに、事業者のニーズに対応した支援に努める。 

    また、金融機関などへは、返済が困難となる事業者に対して、個々の事情に即した弾力的な運用

を行うように要請を行っていく。 

（図 21）商工金融資金の融資残高の推移 
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③ 販路開拓の促進 

    取組みの成果 

   地場中小企業の優れた新製品・新サービスを本市が累計 19製品の認定（R4～R6 第 1期）を行い、

展示会への出展等の広報支援、庁内利用の推進などを行う福岡市トライアル優良商品認定事業によ

り、販路開拓の支援に取り組んだ。また、地場中小企業と首都圏等の企業との業種別商談会を開催し

た。 

 

    残された課題 

   中小企業の商品・サービスも多様化しており、従来の展示会への出展を中心とした方法では販路

開拓支援が難しい場合もあることから、広報の拡充が必要である。また、地域経済の振興を図るため

には、首都圏・近畿圏などの大都市圏に向けた販路拡大が必要である。 

 

    今後の方向性 

   優れた新製品・新サービスについて、本市が優良商品として認定し、積極的にＰＲすることで販路

開拓を支援する。 

   また、地場中小企業の新たな取引先の開拓を支援するため、専門員を配置し、地場中小企業に対す

る情報収集や、市内外の発注企業に対する地場中小企業の有する技術力等の情報提供を行うととも

に、他都市や関係機関などと連携して商談会開催や展示会への共同出展などにより販路拡大を支援

する。 

 

 

 

  ④ その他の経営支援 

    取組みの成果 

    経営相談、融資等をはじめとした中小企業支援施策の実施拠点として、中小企業サポートセンタ

ーの運営・管理を行った。 

   また、市内中小企振興に関するアンケート調査（年１回）を行い、中小企業の現状と支援ニーズの

把握に努めた。 

 

    残された課題 

    コロナによる社会経済活動の変化に加え、SDGsの達成や脱炭素社会の実現、昨今の自然災害の激

甚化など、中小企業を取り巻く環境は大きく変化しており、企業が抱える課題や支援ニーズを適切

に把握したうえで、企業の前向きな取組みを支援していく必要がある。 

 

    今後の方向性 

   優れた新製品・新サービスについて、本市が優良商品として認定し、積極的にＰＲすることで販路

開拓を支援する。 

   また、地場中小企業の新たな取引先の開拓を支援するため、専門員を配置し、地場中小企業に対す

る情報収集や、市内外の発注企業に対する地場中小企業の有する技術力等の情報提供を行うととも

に、他都市や関係機関などと連携して商談会開催や展示会への共同出展などにより販路拡大を支援

する。 
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  ⑤ 商店街の振興 

    取組みの成果 

   やる気を持ってチャレンジする商店街を重点的に支援し、毎年 100 を超える商店街に対し、商店

街の規模やタイプに応じた選択可能な支援を実施するなど、新たなチャレンジの取組みを支援した。 

   また、商店街における人材育成の点では、商店街の次世代を担う人材としてスキルアップを図り

たい方を対象に商店街について議論する研究会を実施し、３年間で延べ 62名が参加するなど、商店

街組織の人材育成に向けた取組みを実施した。 

 

    残された課題 

   各商店街が、自らの特性（強みや特徴、魅力）を踏まえたビジョン等を持ち、活性化に向けた活動

をできていない。 

   引き続き、次世代を担う若手の不在や世代間連携など、人材面に課題がある。 

 

    今後の方向性 

   個々の商店街の特性と課題に応じて抜本的な魅力の向上を支援するとともに、観光施設や観光事

業者と連携して観光客の来街を促進することで、商店街の特性に応じた継続的なにぎわい創出の支

援を実施していく。 

   さらに、次世代の担い手としてスキルアップを目指す商店街関係者などを募り、専門家を招いた

勉強会の開催や商店街の課題解決に向けた企画の実践を行うことで、担い手の育成を図り、人材面

の課題解決につなげる。 

 

 

 

 

  ⑥ 伝統産業・技能の振興 

    取組みの成果 

   本市ゆかりの伝統工芸品の認知度向上、販路拡大を図るため、はかた伝統工芸館や首都圏等にお

いてＰＲを実施した。 

   また、博多織・博多人形の後継者育成事業への支援や、技能職者の地位向上、後継者発掘に努めた。 

 

    残された課題 

   博多織や博多人形などの伝統産業は、数百年に渡り受け継がれ、地域経済の発展に貢献してきた

産業であるが、生活様式の変化による需要の低迷や企業の零細性など厳しい状況にあり、年々生産

数が減少している。 

   また、伝統産業、技能職ともに、後継者の確保が課題である。 

 

    今後の方向性 

   はかた伝統工芸館や首都圏における本市ゆかりの伝統工芸品のＰＲ、増加するインバウンドをは

じめとする観光客向け体験事業の実施のほか、引き続き、博多織・博多人形等の後継者育成事業を支

援する。 

   また、功績のあった技能職者の表彰や、小学生を対象としたものづくり体験事業、博多マイスター

による伝承活動、ＨＰやＳＮＳを活用した広報等により、技能職者の後継者発掘に努める。 
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  ⑦ 農林水産品などの地域資源や特産品に係る地場産業の振興 

    取組みの成果 

   ふくおかさん家のうまかもん（市内産農林水産物及びその加工食品等）を取り扱う事業者を優先

利用事業者として認定し、専用ホームページやイベント等で認定店を通じたＰＲを行ったほか、市

内産農水産物を使用した新たな加工品の開発や販売促進など、市内産農水産物のブランド化に取り

組む農漁業者等に対して支援を行った。 

 

    残された課題 

   依然として市内産農水産物及びその加工食品等に対する市民の関心を高める必要性があり、さら

なる情報発信に取り組むとともに、販路拡大に向けた支援が必要である。 

 

    今後の方向性 

   ふくおかさん家のうまかもんについて、取り扱い事業者、生産者等の情報やイベントと連携した

取組みなどをホームページやＳＮＳにおいて発信するとともに、新たな層に向けた情報発信の強化

や、市内産農水産物を使用した加工品の開発や付加価値向上、販路拡大の取り組みを関係機関と連

携して支援し、消費拡大を図る。 

 

 

  ⑧ 地域と中小企業との連携 

    取組みの成果 

   香椎駅周辺地区や志賀島では、地域や関係団体等と連携し、賑わいのあるまちづくりを推進する

ため、地域の特性を生かしたイベント実施や魅力ある情報を発信するなど地域活性化につながる取

組みを行った。（東区） 

   親不孝通りエリアでは、安全安心をはじめ、エリアの商店が協力するなど、産業振興の目的を含む

地域の将来像を掲げたまちづくり計画を策定した。（中央区） 

   区内の企業や大学が持つ専門性やノウハウを生かした市民向け講座を南市民センターで開催する

など、多様な主体による地域貢献活動を支援した。（南区） 

   「サザエさん通り」を活用したまちづくりを進めるため、地域・企業（地元商店街）・行政が連携

し、イベントを実施するなど、地域との共働に向けた取組みを行った。（早良区） 

 

    残された課題 

   市民の価値観の変化や生活様式の多様化などから、各エリアの実情・ニーズを把握のうえ、既存の

取組みだけではなく、ソフト面での取組みを、地域・企業（地元商店街）・行政等が連携して実施す

る必要がある。 

 

    今後の方向性 

   地域密着型の中小企業（商店街）は、地域住民の日常生活を支える商品及びサービスの提供、地域

特性を活かした事業を行っており、その活動を通じて、地域コミュニティのニーズや課題への対応

をはじめ、防災や災害対応などにも寄与している。そのような活動を通して、地域との交流が深ま

り、信頼感が生まれることで、地域全体が多世代間のコミュニケーションを取れるような共創の地

域づくりの実現も期待できることから、地域との連携に向けた取組みを支援する。 
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  ⑨ 公共事業などの受注機会の確保 

    取組みの成果 

   地場企業への優先発注を基本とし、分離分割発注の推進等による受注機会の確保に取り組んだ。 

また、指定管理者の募集や選定について、地場企業優遇の応募要件や評価項目を設定し、選定機会

の増大を図った。（R6.4.1時点調査：367施設） 

   さらに、令和元年度に改正された「公共工事の品質確保の促進に関する法律」において、施工時期

の平準化が発注者の責務とされたことから、予算の繰越時期を２月から 12月に前倒すとともに、ゼ

ロ債務負担行為の活用等を行うことで、年間を通じた施工時期の平準化に取り組んだ。 

 

    残された課題 

   繁忙期である年度後半の稼働工事が依然として多いため、これを減少させて、閑散期である４～

６月の稼働工事が増えるよう、更なる施工時期の平準化に努めていく必要がある。 

 

    今後の方向性 

   地場企業への優先発注及び受注機会の確保に引き続き取り組むとともに、公共工事の施工時期の

平準化を推進するなど、地場企業の育成、振興を図っていく。 
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 （３）新しい価値・ビジネスの創出 

  ① スタートアップへの支援 

    取組みの成果 

   官民共働型のスタートアップ支援施設 Fukuoka Growth Nextを平成 29年４月に開設し、入居企業

の資金調達実績が約 422億円（令和５年度末）にのぼるなど、国内外からの注目を得た。 

   また、内閣府の「世界に伍するスタートアップ・エコシステム拠点都市形成戦略」において、令和

２年７月に「グローバル拠点都市」に選定されるとともに、国家戦略特区やグローバル拠点都市等の

国の施策と、市独自のスタートアップ施策との連動によるスタートアップ支援を確立し、福岡なら

ではのスタートアップ・エコシステムの構築を推進した。 

 

    残された課題 

   スタートアップの成長に必要な資金調達や人材確保・販路拡大のための支援が必要であるととも

に、成長のロールモデルとなるスタートアップの輩出に向け、IPO※1や M＆A※2を含めた企業の成長戦

略を後押しすることが求められる。 

 

    今後の方向性 

   市の施策に加えて、国の施策や規制改革などを一体的に活用しながら、創業検討期、立ち上げ期、

成長期の各段階に応じて、資金調達や人材確保、販路拡大などの支援を充実・強化していく。特に、

福岡の経済を牽引するスタートアップ企業やソーシャルスタートアップの創出に向け、スタートア

ップ支援事業者や投資家等と連携し、IPOや M＆Aを含めた企業の成長戦略を後押しする。 

 

  ※１ IPO ： 新規株式公開  ※２ M＆A ： 企業の合併・買収 
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  ② 新商品・新サービスの開発、技術革新、事業化の促進 

    取組みの成果 

   産学連携により研究開発を行う企業等にレンタルラボ・レンタルオフィスを提供するとともに、

共用の分析機器等を活用し、産学連携による共同研究・開発を促進した結果、令和５年度末時点で、

九州大学発スタートアップ企業５社が入居するに至った。 

   エンジニアカフェにおいて、相談対応（令和５年度までの相談件数 1,806 件）やコミュニティ支

援、イベント等を実施し、エンジニアの成長を支援した。また、福岡のエンジニアコミュニティ文化

の発展に貢献する取組等を行う者を表彰する「エンジニアフレンドリーシティ福岡アワード（令和

元年度から令和５年度で企業部門延べ 18社、コミュニティ部門延べ 15団体）」を実施した。さらに

令和４年度から開発コンテスト「Engineer Driven Day」を実施し、エンジニア人材の育成・発掘を

行った。また、令和５年度には日本全国で初めてエンジニアビザ制度の運用を開始し、外国人エンジ

ニアの集積に取り組んだ。 

   公民連携ワンストップ窓口「mirai@」(ミライアット)を通して、AI や IoT などの先端技術等を活

用した実証実験や共働事業などの民間提案の支援により、社会実装を促進し、社会課題の解決や行

政サービスの高質化・効率化に取り組んだ。（令和５年度の提案実現・採択件数：18件） 

 

    残された課題 

   産学連携の推進に資する大学等の研究成果を把握し、その後の事業化に向けた実装へのハードル

が課題である。 

   慢性的にエンジニア人材が不足しているため、国内のエンジニアだけでなく、海外のエンジニア

にもエンジニアフレンドリーシティ福岡を PR することで、より多くのエンジニアが本市に集積し、

活躍する流れを作っていく必要がある。 

 

    今後の方向性 

   産学連携交流センターのレンタルラボ・レンタルオフィスを、産学連携により研究開発を行う企

業等に提供するとともに、九州大学と連携した研究開発型スタートアップのエコシステムの形成を

進め、産学連携に繋がる研究成果の把握と事業化に向けた課題を整理する。 

   また、「エンジニアカフェ」を中心に、新サービスや新製品の創出支援を行うとともに、新たなコ

ミュニティの組成や交流等を促し、ネットワークづくりやコミュニケーションをより活性化させる

ことで、エンジニアが学び、成長し、活躍できる機会を増やすなど、環境の充実を図る。 

   さらに、エンジニア関連のイベントへの出展や、海外の関係機関や団体等とのネットワーキング

を行うなど、エンジニアビザ制度を活用しながら国内外に向けたＰＲを強化する。 
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  ③ 海外市場への事業展開、海外需要の取込み 

    取組みの成果 

   海外市場への販路拡大や、外国企業とのビジネス連携を支援するため、地場中小企業に対してセ

ミナーや商談会の開催などの経済交流事業を実施し、２年間で延べ 1,663件の商談に繋がった。 

   また、ベトナムで開催された水と環境分野の国際展示会に、環境分野の地場中小企業累計 10社と

共同出展を行い、現地企業とのビジネスマッチングの機会を創出したほか、地場中小企業による JICA

や国機関等の海外進出支援事業の獲得に向けて、２年間で計８社の応募を支援した。 

 

    残された課題 

   食関連産業の海外展開においては、福岡・九州の食のブランド化が引き続き必要であるとともに、 

  海外規制に関する学びの場や輸出手続き等の支援が求められている。また、越境 EC市場が拡大する

中、海外市場へのマーケティングや海外配送などのノウハウ不足が課題である。 

   環境関連産業の海外展開においては、一般的に製品単価が高い等により成約までに時間を要する

うえ、知財対策や契約、輸出入手続きなど検討すべき事項が多いため、高い専門性を有する外部の支

援機関とも連携した継続的かつ複合的な支援が求められている。 

 

    今後の方向性 

   食関連産業を中心に、販路拡大のアプローチを充実・強化するよう、国内外での展示会・商談会な

どへの参加を支援する。福岡貿易会やジェトロなどの貿易支援機関を活用した海外展開やオンライ

ンの活用による販売の促進などを支援する。 

   環境関連をはじめとしたインフラ関連産業については、地場中小企業の意向も踏まえ共同出展を

行う展示会の多様化を検討するほか、JICA や国等との更なる連携強化の下、関係局が実施する国際

貢献の取り組みとも連携した支援に取り組んでいく。 
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 ④ 知識創造型産業などの次世代を担う産業の振興 

    取組みの成果 

   本市のクリエイティブ関連産業事業所は増加傾向にあり、その増加数は事業者数、従業員数とも

政令指定都市で第 1 位となった。（H24～R3 ※R3 が最新値）令和３年から令和５年の期間において

は、ゲーム関連産業の企業数は横ばいであるが、従業者数は、300人以上増えている。（表４） 

 

（表４）ゲーム関連産業の事業所数・従業者数 

 R3年度 R4年度 R5年度 

事業所数 34社 36社 37社 

従業者数 2,294人 2,326人 2,622人 

  

    残された課題 

   主に理工系学生の大都市への人材流出を防止するとともに、若手クリエイター育成及びスキルが

高い人材の確保が喫緊の課題である。 

 

    今後の方向性 

   本市は、住みやすい環境に加え、理工系・芸術系の大学及び専門学校といった教育機関の集積によ

って、優秀な若い人材が輩出される土壌があり、中小企業が多い ITやクリエイティブ関連（ゲーム、

映像、ファッション、音楽、デザイン等）の企業集積が着実に進展している。 

   このような地域の特徴を活かし、人材の受け皿となる地場企業の認知度向上の機会確保及びクリ

エイティブ関連企業とクリエイター間の交流により、新たな価値やビジネスを生み出し、これから

の成長をけん引する IT、クリエイティブ分野などの知識創造型産業の振興と集積を図る。 
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  ⑤ 脱炭素経営※1・ビジネスの促進 

    取組みの成果 

脱炭素経営に向けた意識改革や行動変容を促すため、ＳＮＳやセミナー等による広報・啓発に取 

り組むとともに、脱炭素に資する太陽光発電設備の導入、建築物や設備の省エネルギー化への補助 

事業等を実施している。また、カーボンニュートラルに不可欠となる新技術の社会実装を進めるた 

め、実証事業の支援にも取り組んだ。 

 

    残された課題 

    国の 2050 年カーボンニュートラル宣言以降、脱炭素化に向けた動きが産業界全体に広がる中、

市内の中小企業も、取引先企業や金融機関、消費者などから調達、製造、流通等様々な場面におけ

る CO2排出削減に向けた取組みや脱炭素経営への転換が求められている。 

    また、本市では、「2040年度温室効果ガス排出量実質ゼロ」に向けたチャレンジを進めているが、

この達成に向けて、市域における CO2 排出量の約３分の１を占める業務部門の脱炭素化の取組みが

より一層重要となっている。 

 

    今後の方向性 

    企業が脱炭素に取り組むことは、光熱費・燃料費の低減につながるだけでなく、企業認知度の向

上や自社製品の競争力強化、社員のモチベーション向上や人材獲得力の強化など、大きなメリット

につながることをＰＲする取り組みを展開し、脱炭素経営への転換を促していく。 

    また、脱炭素の取組みをビジネスチャンスと捉え、脱炭素関連のイノベーションの創出や新技術

の社会実装など新たな事業を展開する企業を支援するとともに、サステナブルツーリズム※２に取り

組む事業者の支援やウェブ等での情報発信、脱炭素セミナーの開催、再生可能エネルギー電気の利

用や省エネルギーの推進など、事業者向けの支援策に取り組んでいく。 

 

 

  ※１ 脱炭素経営 ： 気候変動対策を自社の経営上の課題と捉え、事業の脱炭素化を図ること 

  ※２ サステナブルツーリズム ： 旅行者、観光関連産業、自然環境、地域社会の需要を満たしつつ、経済面・ 
社会面・環境面の影響も十分考慮に入れた観光 
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  ⑥ 国内外の企業誘致 

    取組みの成果 

   立地交付金や地方拠点強化税制の活用や PR 活動を通して、国内外企業に対する誘致活動を行い、

企業立地及び雇用創出に取り組み、「成長分野・本社機能の進出企業数 50社/年」を連続で達成した。

（表５） 

   また、産学官が一体となった国際金融機能誘致の推進組織「TEAM FUKUOKA」の一員として、外資系

金融機関等を対象としたプロモーション、国際金融に特化したワンストップサポート窓口の運営や

地場企業と海外投資家のマッチング事業等を実施した。更には令和６年６月に金融・資産運用特区

に指定されるなど国際金融機能の強化に取り組んだ。 

 

（表５）立地企業数、雇用者数の推移（福岡市） 

 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

事業所数 50社 64社 65社 62社 

従業者数 665人 2,600人 2,157人 651人 

 

 

    残された課題 

   関係機関と連携し、必要に応じて福岡へ進出可能性がある企業等と地場企業とのビジネスマッチ

ング機会を提供する必要がある。 

   また、法人設立等の手続きが、英語対応していないことや審査に時間がかかるなど、海外企業の迅

速な事業開始の妨げになっている。 

   加えて、IT をはじめとした成長分野など、本市が集積を図る分野・機能については、エンジニア

をはじめとした人材が不足している状況である。 

 

    今後の方向性 

   交付金制度や地方拠点強化税制等の活用、トップセールスによる情報発信、経済団体等との連携

強化により、本社機能や外国・外資系企業、クリエイティブ産業など成長性が高い分野の企業誘致を

推進する。特に、雇用創出効果の高い本社機能と大規模開発拠点を重点的に誘致し、高付加価値のビ

ジネスや雇用創出につなげる。 

   また、天神ビッグバン等で創出されたオフィス空間への誘致を強化する。 

   国際金融機能誘致においては、国に対し、必要な要望を行っていくとともに、産学官の推進組織

「TEAM FUKUOKA」において重点的に誘致する分野を、「資産運用業」、「フィンテック※１」、 

   「ＢＣＰ対応業務※２」と位置づけ、これらの誘致により、グローバルな人材が活躍し、継続的にイ

ノベーションが生まれる国際都市を目指す。 

 

  ※１ フィンテック ： キャッシュレス決済等、ICT技術を活用した革新的な金融サービス 
  ※２ BCP対応業務 ： 大規模災害などの緊急時において、事業の継続・早期復旧するための業務 
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  ⑦ 観光・ＭＩＣＥの振興 

    取組みの成果 

   世界水泳選手権が開催されたほか、質の高いＭＩＣＥに対する誘致活動により、日本初開催や外

国人参加者が多い国際会議、海外インセンティブツアーの誘致に成功し、都市としてのプレゼンス

向上につなげた。また、市内初開催の大規模展示会などにより、ビジネス機会の創出につなげた。 

   また、コロナ後のインバウンドの本格的な回復にあわせ、福岡空港への直行便がある海外の有力

な市場や観光消費額が高いヨーロッパ、アメリカなどの新たな市場に対し、魅力の発信と誘客の促

進に取り組んだほか、これまでのＭＩＣＥ誘致により、2022年は 2021年に比べ入込観光客は約 57％

増加、観光消費額は 1.87倍となったことに加え、市内宿泊施設の客室稼働率やＭＩＣＥ施設の稼働

率もコロナ前と同水準まで回復してきている。（図 22、表６、表７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 R元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

福岡国際会議場 77.7％ 31.8％ 43.2％ 69.8％ 79.1％ 

マリンメッセ福岡 A館 83.3％ 14.7％ 52.8％ 66.1％ 98.2％ 

マリンメッセ福岡 B館   38.8％ 32.8％ 85.4％ 

福岡国際センター 80.7％ 20.3％ 40.5％ 62.3％ 80.9％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 

客室稼働率 79.6％ 34.8％ 33.7％ 51.8％ 74.2％ 

（図 22）入込観光客数（推計）の推移 

（表６）入込観光客数（推計）の推移 

（表７）MICE施設稼働率の推移（福岡市） 

（万人） 
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    残された課題 

   地域経済への波及効果を生み出すため、観光客の回遊性や利便性を高めることにより、市内商店

街や中小企業においてさらなる観光消費の取込みを図る必要がある。 

   ヨーロッパやアメリカ、オーストラリアからの来訪者や高付加価値旅行者層の来訪者数が少ない

ことから、魅力ある観光コンテンツを有する西日本・九州の自治体等とも連携のうえ、戦略的に情報

発信やプロモーションを行っていく必要がある。また、ＭＩＣＥにおいては、国際会議の開催件数の

早期回復を図るとともに、ハイブリッド開催によって減少している外国人の現地参加者の増加を図

る必要がある。 

 

    今後の方向性 

   九州のゲートウェイ都市として西日本・九州の自治体等と連携した広域観光を推進するほか、大

規模国際会議など都市のプレゼンスの向上に繋がる質の高いＭＩＣＥの誘致、また、自然や歴史、伝

統文化などを活かした地域の魅力向上に取り組み、来訪者の満足度を高めるとともに、市民生活の

向上を図る持続可能な観光振興を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 


